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東北大学大学院教育情報学教育部(博士課程後期 3 年の課程)
教育情報学専攻
記憶障害者の日常生活における情報資源を用いた
記憶補償活動に関する研究
(主査)
教授熊井正之 教授渡部信
准教授中島 平
〈論文内容の要旨〉
記憶障害者は日常生活において様々な困難に直面している。例えば、他の人の名前を忘れる、
他の人から言われたことや他の人との約束を忘れる、自分が体験したあるいは見聞きした出来事
を忘れる、物を置いた場所を忘れて物をなくす、方向が分からなくなる、自分が何処にいるのか
分からなくなる、道に迷う、自分が今何をしていてこれから何をしようとしていたのか忘れる、
同じ話や同じ質問を何度も繰り返すなどである。その障害は過去の想起だけでなく現在や未来の
行動にも影響を及ぼす。記憶障害者の記憶機能には限界があるため、必要な情報をゆだねる手段
としてメモリーノートやアラームなどの記憶の外的補助具(以下、補助具)の使用が有効である
と考えられてきた。実際に多くの記憶障害者が経験した出来事や必要な情報をメモリーノートに
書き留めていることが報告されている。しかし、記憶障害者が日常生活場面でそれら補助具をど
のように使いこなしているのか、補助具にゆだねた情報がどのような場面で必要となり、どのよ
うに役立つているのか詳細に検討した研究はない。また、補助具を十分に使いこなせない重篤な
記憶障害者で、あっても、日常では生活を営むために彼らなりに問題に対処している。彼らは生活
する際にどのように問題に対処して活動を遂行しているのか、彼らが生活している環境の中のど
のような要素が彼らの活動遂行を可能にさせているのか、そもそも記憶は日常生活場面でどのよ
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うな役割を果たしているのか、それらを、補助具の使用の詳細とあわせて明らかにしていくこと
が本研究の目的である。
本研究では日常生活場面での補助具や記憶のありょうを明らかにしていくため、前後の文脈や
その場の環境、背景要因などを重視し、また記憶が必要とされる活動を包括的に捉えるため、周
囲の他者との関係にも着目し、社会的な存在である人聞が他者との関係の中でどのように活動を
成し遂げているのか検討した。さらに本研究では、記憶障害者本人とその支援者に対する面接お
よび質問紙調査を行うと同時に、記憶障害者本人の日常生活の場である家庭、学校、職場等に直
接入り込み、そこでの活動をともに体験しながら詳細に観察と分析を行った。このことにより従
来の研究では十分に検討し得なかった側面、すなわち記憶障害者本人や周囲の支援者でさえも明
確には意識できていなかった補助具や補助具以外の対処法の使用の様相を明らかにすることがで
きた。
本論の第二章では、日常生活における補助具の使用実態に着目し、本人および支援者の補助具
使用意識、場面の違いによる補助具の自発的使用、補助具使用時に見られるエラー要素について
分析を行った。その結果、活動内容によっては補助具とは認識されていない r.情報資源」の方が
用いられやすいことが明らかになり、日常生活における外的補助の存在を見直していく必要性が
示唆された。
第三章では、記憶に関わる活動と他者との関係性に着目し、記憶を補償する他者の役割、情報
の想起が可能になる場面、他者との会話内容による想起情報の変化について分析を行った。その
結果、日常生活では周囲に想起を促す手がかりとなる情報が多く存在しており、活動を助ける最
たるものが他者の存在であるということが明らかになり、自力で補助具を使いこなすことや正確
な情報を想起することだけに捕らわれず周囲の他者の存在も含め日常生活そのものを円滑にして
いく記憶の活動が重要であることが示唆された。
第四章では、活動遂行時における情報資源の提示に着目し、記憶を補償するための有効な手が
かり配置について分析を行った。その結果、情報資源となる手がかりについては、活動自体を遮
ることが無く、活動する際の自然な文脈の中で活用されるものが望ましいということが明らかに
なり、個人の状態や活動内容に応じた環境構成を積極的に行っていくことで、補助具のみの使用
では限界のあった部分を補って包括的な記憶の補償が実施されていくことが示唆された。
第五章では、総括として各章の知見をまとめ、総合的な考察を加えた。本研究における検討の
結果、記憶は周囲の状況や環境と密接にかかわっていること、記憶を補うことのみを考慮した従
来のアプローチでは必ずしもうまくいくとは限らないこと、「環境組み込み型」の情報資源と「利
用促進型」の情報資源を組み合わせて問題に対応して柔軟に記憶の補償を試みていく必要がある
ことが示唆された。
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従来の研究は、補助具単体で記憶を補償することを考え、環境や文脈の変化に応じて補助具以
外の方法を用いることを検討してこなかった。そのために日常生活場面での対処がうまくいかな
い問題が生じていたと考えられた。本研究では「環境組み込み型」の情報資源と「利用促進型」
の情報資源を組み合わせて問題に対処していくモデルを提案した。今後の課題としては、記憶障
害者の年齢、経験年数、症状、機能、生活環境の違いによるこのモデ、ルの変化に関するさらなる
検討があげられる。
〈論文審査の結果の要旨〉
記銘、保持、再生の過程に障害をもっ記憶障害者は日常生活で様々な困難に直面していて、対
処は必要不可欠の課題である。対処方法として、補助具に代表される外的補助と記憶術に代表さ
れる内的補助が検討されてきたが、内的補助の使用は記憶障害者にかなりの努力を強いること、
内的補助は般化されにくくリハビリテーション場面での使用が可能になっても日常生活場面では
あまり使われないこと、外的補助は軽症例だけでなく重症例に対しても有効であること等が明ら
かとなり、有効な対処方法は外的補助、補助具であると考えられるようになってきた。補助具に
関する従来の研究には、リハビリテーション場面での使用の検討が優先され日常生活場面の検討
が少ない、目的とする活動の遂行という本質に着目せずに補助具による記憶の代替の可否・頻度・
正確さの検討にとどまる、日常生活場面で補助具の使用と活動の遂行に影響する複数の要因を検
討していない、補助具による対処そのものに限界があるといった問題があった。
本研究は、文献検討によって従来の研究のこうした問題点を明確化した上で、参与観察を中心
に面接・質問紙調査および実験的観察によって日常生活場面における記憶障害者の補助具の使用
の様相と補助具使用に影響する要因について徹底した分析・検討を行い、さらに日常生活場面に
おける様々な活動を遂行する際の補助具使用以外の対処方法についても検討し、記憶障害者の情
報補償モデ、ルを提案したものである。
筆者は、記憶障害者における補助具使用の習慣化・定着の程度、補助具の存在自体や補助具の
使用の記憶、補助具使用以外の補償手段の使用等について調査・観察・分析し、記憶障害者本人
がその使用を記憶していないものの実際には使用されている補償手段が多数あること、頻繁に使
用されている補償手段であっても本人がそれを記憶しているとは限らないこと、「他者の行動」や
「その場で周囲にある事物」などの情報資源と呼ぶべきもの数種類が使用されていること、情報
資源の使用は本人に記憶されにくいこと、活動の内容によっては補助具より情報資源のほうが頻
繁に使用されていること等を明らかにした。
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次に、日常生活場面における補助具の使用の様相、使用に影響する要因の観察・分析から、日
常生活場面で補助具が主体的に使用されやすい条件は、アセスメント(検査、観察、面接等)に
基づいて提供される補助具の適切さ、補助具使用の習慣化・定着、動機の強さ、状況・情況的必
然性、使用を想起させる手がかりの存在であると明らかにした。さらに補助具使用による活動遂
行が成功しやすい条件は、補助具が視野に入る位置にあること、補助具として認識されているこ
と、使用の必然性があること、使用以外の行動が要求されない環境にいること、補助具にゆだね
た情報が十分に整理されていること、外界からの干渉が少ないこと、補助具を使用して必要な情
報を得た後も継続して必要な情報が提示されていること、補助具から得た情報が活動を遂行する
ための十分な内容を含んでいることであると明らかにした。補助具の主体的使用と補助具使用に
よる活動遂行の成功にかかわるこれらの要件を満たす極めて特殊な場面以外、すなわち多くの日
常生活場面では、補助具のみに依拠した補償には限界があり、補助具の使用にとらわれない対処
方法を検討する必要性が示された。
さらに、活動遂行の成功につながる情報資源の提示方法について実験的に観察・分析した。活
動遂行の自然な文脈の中で活用される情報資源を、活動遂行の流れを遮らない状態で提示する方
法が有効であることを明らかにし、補助具のみの使用による対処の限界を、補助具と他の情報資
源を併用することにより克服可能であることを示唆した。
審査では、本研究が、論理展開と記述の推敵に一部課題を残しながらも、 a) 記憶障害者の日常
生活場面に一日 8 時間参与して日常活動のほぼ全てをともに体験する徹底的な観察を数年間継続
する手法と面接・質問紙調査、実験的観察を組み合わせ、 b) 対象者の日常生活場面における補助
具使用とそれによる活動遂行の成功要件を明確化し、さらに、 c) 補助具ではなく情報資源という
独自の視点からの検討を行い、 d) 記憶障害者の情報補償モデルを考案し、もって従来の研究の問
題を一定程度解決し、限界とされてきた対処の新たな方向性を示した点が高く評価された。
よって、本論文は博士(教育情報学)の学位論文として合格と認める。
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